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官営八幡製鐵所と遠賀川水源地ポンプ室に関する 

事業案の進捗状況について 
 
「明治日本の産業革命遺産 製鉄・製鋼、造船、石炭産業」の構成資産、官営八幡

製鐵所と遠賀川水源地ポンプ室の事業案 

 
 

序文 

  

本報告書は、世界遺産委員会に対し 2017 年に報告した「明治日本の産業革命遺産 
製鉄・製鋼、造船、石炭産業」の構成資産である官営八幡製鐵所と遠賀川水源地ポ

ンプ室の事業案について、進捗状況を報告するためのものである。本事業は当該資

産の有する顕著な普遍的価値に悪影響を与えるものとはみなされていないが、2018

年 4 月に世界遺産センターから示されたテクニカルレビューを受け、世界遺産条約

履行のための作業指針第 172 項の規定に従って、前向きな影響を含め、顕著な普遍

的価値の保全に関して生じ得る事業の影響を世界遺産委員会に通知するものであ

る。 

 

1. 報告済みの事業案について 

 

本事業案は、「明治日本の産業革命遺産 製鉄・製鋼、造船、石炭産業」の 2 つ

の構成資産に属する 4 棟の建物に影響を与えるものである。事業はすべて、現在一

般の立ち入りが規制された製鉄所構内にある当該資産の保存と展示に関連してい

る。 

 

上述の 2 つの構成資産は官営八幡製鐵所と遠賀川水源地ポンプ室である。上述の

4 棟の建物は旧本事務所、旧鍛冶工場、修繕工場（以上、官営八幡製鐵所）、遠賀

川水源地ポンプ室ある。 

 

事業案概略 

 

旧本事務所： 2014 年 3 月に完了した大規模耐震工事に続く内装修復（復原・

整備）工事を実施する。歴史的建造物の世界遺産価値の理解に対しても寄与す

る。 

 

旧鍛冶工場：建物の外観整備工事及び耐震補強工事を実施する。 

 

修繕工場：建物の外観整備工事及び耐震補強工事を実施する。 

 

遠賀川水源地ポンプ室：建物の外観整備工事及び耐震補強工事を実施する。 
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2. 事業の進捗状況 

 

旧本事務所：2018 年 5月に内装修復（復原・整備）工事に着手し、2019 年 7

月末に、建物１階東側部分（延べ床面積の約４分の１相当部分）が完成した。

現在、残る部分について、2020 年 9 月末の完成予定を目指し施工中である。 

 

旧鍛冶工場：2017 年度に実施した建物の耐震診断の結果を踏まえ、2018 年度

に、耐震設計を実施した。 

 

修繕工場：2017 年度に実施した建物の耐震診断の結果を踏まえ、2018 年度

に、耐震設計を実施した。 

 

遠賀川水源地ポンプ室：煉瓦造及び鉄骨造構造を踏まえ、2018 年度に、追加的

な耐震調査を実施した。 

 

 

官営八幡製鐵所の建物の保全と管理は、内閣官房が策定した「管理方針の一般

方針および枠組み」に基づき、利害関係者と協力して実施している。資産の所有

者である日本製鉄株式会社（2019 年 4 月、新日鐵住金株式会社から改名）は方

針・方案を専門家と協議して策定し、北九州市および中間市と共同で八幡地区管

理保全協議会（北九州市および中間市、内閣官房等）による承認を得て事業案を

世界遺産センターへ報告し、同センターからのテクニカルレビューを受けて着工

することとしている。その後、施工時の技術的な事項を専門家と協議をしながら

具体的な仕様を決定するとともに、八幡地区管理保全協議会等に工事進捗の報告

を行い、承認を受けながら進めている。今後も、これら機関に報告し承認を受け

ながら進めるものである。 

 

また、これらの機関の代表者は、日本製鉄株式会社（資産所有者）の代表者と

ともに、本案を策定する計画グループのメンバーである。 

 

 

3. 補助資料 

 

3.1 事業内容（進捗） 

 

本案は世界遺産「明治日本の産業革命遺産 製鉄・製鋼、造船、石炭産業」の 2

つの構成資産に属する 4 棟の建物、旧本事務所、旧鍛冶工場、修繕工場（以上、官

営八幡製鐵所）、遠賀川水源地ポンプ室に影響を及ぼすものである。事業の進捗は

以下の通りである。 

 

旧本事務所：2018 年 5 月に内装修復（復原・整備）工事に着手し、2019 年 7

月末に、建物１階東側部分（延べ床面積の約４分の１相当部分）が完成した。

現在、残る部分について 2020 年 9 月末の完成予定を目指し施工中である。建

物の公開については、稼働中の製鉄所構内にあることから、所有者の事業活



付属資料 10 

 

- 311 - 

 

動への支障回避を含めて慎重に検討・協議を進めているところであるが、公

開に向けた諸課題は多く、所有者の事業活動に支障を生じない範囲で、公開

の方法や建物周辺の道路・土地の設計に関する詳細を検討中である。 

 

 

旧鍛冶工場：2017 年度に実施した建物の耐震診断の結果を踏まえ、2018 年度

に、耐震設計を実施した。設計にあたっては、内部鉄骨及び建物外観を保存

するため本建屋の重点的な内部補強、安全面、利用面、地震被害の軽減化と

損傷時に迅速な修復を行うための補強方法の準備等に配慮し、補強する柱の

数を最小限にした。なお、建物の外観整備工事（前回報告済み）について

は、耐震補強工事と同期化した工事方法を検討中である。 

 

修繕工場：2017 年度に実施した建物の耐震診断の結果を踏まえ、2018 年度

に、耐震設計を実施した。設計にあたっては、内部鉄骨及び建物外観を保存

するため本建屋の重点的な内部補強、安全面、操業上の建物内部と中央棟ク

レーンの利用面（南北棟及び付属屋西のクレーンは稼働不可となるが、南北

棟の歴史的価値が高い既設クレーンは残置し、比較的新しく歴史的価値が低

いと考える南棟及び付属屋西のホイストクレーン３基は建屋内での操業を継

続するために撤去）、地震被害の軽減化と損傷時に迅速な修復を行うための

補強方法の準備等に配慮し、補強する柱の数を最小限にした。なお、建物の

外観整備工事（前回報告済み）については、耐震補強工事と同期化した工事

方法を検討中である。 

 

遠賀川水源地ポンプ室： 煉瓦造及び鉄骨造構造を踏まえ、2018 年度に、追加

的な耐震調査を実施した。現在は、耐震設計を検討中である。設計にあたっ

ては、建物の外観、安全面、操業上の建物の利用面等に配慮した設計を行

う。なお、建物の外観整備工事（前回報告済み）については、耐震補強工事

と同期化した工事方法を検討中である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

  

 

 

 

 

 

 

  

8-1  

官営八幡製鐵所 

8-2 

遠賀川水源地ポンプ室 

A8 八幡エリア 

旧本事務所（北面外観） 

旧鍛冶工場（西面外観） 
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3.1.1. 旧本事務所（日本製鉄㈱報告書より抜粋） 

 

平成３０年度事業（旧本事務所内装整備工事の進捗状況） 

 

Ⅰ．報告事項 

 本工事は、第６回八幡地区管理保全協議会（２０１８年４月２４日開催）で計画

概要を報告後、５月に着工した。工事にあたっては、国内有識者の紹介を受けた技

術アドバイザーによる技術支援・工事監督等の指導を得ながら、国内・地元有識者

とも方針確認・現場視察・進捗報告等を行いつつ、工事を実行中である。（詳細：

3.1.4 参照） 

 今回、着工後約１年を経過して工事が進捗しているため、前回協議会で報告予定

とした「足元の工事進捗状況」、及び「自治体の要請に基づく公開を前提とした内

部展示に係る仕様変更」について報告する。 

 なお、詳細な進捗状況については、自治体へ中間報告を実施済みである。（2019

年 1 月 18 日報告） 

 

Ⅱ．工事進捗状況 

１．基本方針 

（１）外部（屋根・壁）、及び既存の耐震補強部材は、現状維持を基本とする。 

（２）残存する現物・古写真・古図面、及び初代本事務所調査報告書（１９９８

年９月、九州芸術工科大学環境設計学科 片野博）を根拠とし、根拠が不明

な部分は同時代の建物事例を参考とした復原修理・整備を行う。 

（３）施設の維持・活用に備え、一部、機能性対策を反映する。（止水・結露、

施設維持メンテ、展示、安全等） 

２．工事範囲・工期 

（１）１期工事は、自治体の内部展示に係る仕様変更の要請に伴い、経理部長室

と主計課を１期範囲に含む必要が生じたため、２０１９年７月完工予定に

変更。（当初２０１９年３月完工予定） 

（２）２期工事は、当初予定通り２０２０年９月全館完工に向けて順調に進捗

中。 

 

遠賀川水源地ポンプ室（西面外観） 修繕工場（西面外観） 
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Ⅲ．内部展示に係る仕様変更 

自治体より公開を前提とした内部展示の要請を受け、内装整備工事の仕様を変更

し、以下の対策を実行中。 

全体の展示計画は、今回仕様変更をベースとして自治体で継続検討中。 

 

対策 場所 主仕様 対策理由 

スタッフ 

ルーム化 

経理部長室 内装簡易仕上 電気設備の集約・隠蔽、設備への接

触防止 

主計課 内装簡易仕上 運営常駐者の配置、傷病者への措置 

出納課 内装簡易仕上 展示品入替、施設運営機材等の倉庫 

展示対策 第一応接所 床開口、客土浚渫、 

床下照明・開口部ガラス手摺の

設置 

床下基礎アーチの展示 

会議室 絨毯 古写真からの再現展示 

外国助手室 小屋組照明の設置、当初床板配

置 

小屋組、耐震補強、床材等の展示 

各部屋 床埋め込みコンセントの設置 展示用の電源確保 

製図室 独立照明スイッチの設置 講習会等の部屋利用時の運用 

安全対策 庶務課、主計課 空調機・室外機設置、200V電源

新設 

夏季熱中症防止（庶務課２台、主計

課１台） 

階段周辺 二段手摺の設置 見学者の転倒防止 

 

Ⅳ．今後の進め方 

 引き続き、国内・地元有識者と連携を図りながら、技術アドバイザーの指導のも

と工事を進め、次回協議会で進捗状況を報告する。 
 

 

 

  

【１階】 【２階】

１期工事 ２期工事
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旧本事務所内装整備工事１階東側完成状況（2019 年 8 月 30 日時点） 

 

 

  

外観（北面） 玄関 

玄関ホール 

１階東廊下 玄関ホール 

玄関 



付属資料 10 

 

- 315 - 

 

 

 
  

長官室 第一応接所 

1 階東側廊下 

第二応接所 

庶務課 
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3.1.2. 旧鍛冶工場・修繕工場（日本製鉄㈱報告書より） 

 

 

平成３０年度事業（旧鍛冶工場・修繕工場の耐震設計） 

 

１．経緯・目的 

 本施設は、２０１４年度に建物劣化調査、２０１６年度に建物調査、２０１７年

度に耐震診断を実施し、耐震性能の不足が判明したため、２０１８年度に公的補助

金を受けて、耐震補強方案を検討してきた。今回、国内有識者と検討方針や補強方

案の協議を行いつつ、補強計画を策定したため、本協議会にて計画概要を報告す

る。なお、詳細な計画概要については、自治体へ報告済みである。（2019 年 1 月 9

日報告） 
 

２．基本方針 

 歴史的建造物の価値を毀損しないため、建物の使途状況を踏まえ、補強対策範囲

を必要最小限とする。また、経過的補強を指向しつつ、地震被害の軽減化と迅速な

復旧を考慮する。 

（１）補強範囲 

 特に貴重な内部鉄骨と合わせ、「建物外観」を保存するため、本建屋を重点

的に補強する。 

 付属家は使途を制限し、第三者が近寄らない範囲は補強工事範囲から除外す

る。 

 不特定多数の見学者が近寄る可能性のある煉瓦外壁範囲は、倒壊防止対策等

の安全対策を実施する。 

（２）経過的補強 

 作業者が出入りする頻度も少ないため、経過的補強の考え方を導入し、復旧

可能水準とする。 

・復旧可能水準：大地震動時に倒壊の危険性はあるが、文化財として復旧で

きる水準 

・安全確保水準：大地震動時に倒壊しない水準 

 経過的補強とは、被害復旧時に随時補強部材を付加し、改良保全を前提とし

た補強である。 

（３）地震被害の軽減化と迅速な復旧 

 既設耐震性能はゼロと仮定し、補強計画を策定する。（既設耐震余力は被害

軽減、復旧コスト抑制） 

 大地震等で破損した場合に備え、速やかに修復できるよう補強方法を準備し

ておく。 
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３．旧鍛冶工場 

（１）補強方案（工期：１年程度〔史料移転後〕） 

 

①現況写真〔西→東〕       ②パース図（西→東） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③パース図〔全体〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）クリーム色及び青色による着色は、図中で施工範囲をわかりやすくしたもの 

 

 

（２）今後の課題 

・外観整備（2018 年 7 月ユネスコ承認済）は、費用抑制の観点から耐震補強と同

期化を前提として詳細検討中。 

・耐震補強に際し、保管している史料類の移転対策を検討中。（自治体と史料の

取扱いを検討・協議中） 

・耐震補強（史料移転等含む）及び外観整備は、民間企業での事業活動上の必要

性はなく、世界遺産価値保全の対策であるため、費用負担については自治体と

協議中。 

施設内のﾌﾟﾚﾊﾌﾞは撤去 

（施設利用面の制約） 
当施設は創業時の史料等を保管する史料室と

して活用中であり、安全確保水準で補強した

場合、補強鉄骨が倍規模となるため、施設中

央部しか空間がとれずに、施設の有効活用が

困難となる。 
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４．修繕工場 

（１）補強方案（工期：２年程度〔予備品置場能力・移設対策含む〕） 

 

①現況写真〔東→西〕 

 

②パース図〔東→西〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③パース図〔全体〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）クリーム色及び青色による着色は、図中で施工範囲をわかりやすくしたもの 

（施設利用面の制約） 
当施設は定修時オフライン作業、及び予備

品置場として活用中であり、安全確保水準

で補強した場合、補強鉄骨が倍規模となる

ため、予備品置場を確保できずに、施設の

活用が困難となる。 
今回補強案の場合においても、北棟の補強

部に干渉する予備品ラック移設、南棟のホ

イストクレーン活用不可に伴う予備品ラッ

ク新設等の対策が必要であり、予備品置場

能力を確保する対策を検討中。 
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（２）今後の課題 

・外観整備（2018 年 7 月ﾕﾈｽｺ承認済）は、費用抑制の観点から耐震補強と同期化

を前提として詳細検討中。 

・耐震補強鉄骨設置に伴い、既存の予備品置場能力が不足するため、置場能力を

確保する対策を検討中。 

・耐震補強に際し、工事期間中および工事完工時の予備品移設対策を検討中。 

・耐震補強及び外観整備は、民間企業での事業活動上の必要性はなく（基幹工程

でない、且つ作業者等の立ち入りが少ない）、世界遺産価値保全の対策である

ため、費用負担については自治体と協議中。 

 

 

 

3.1.3.  遠賀川水源地ポンプ室（日本製鉄㈱報告書より） 

 

平成３０年度事業（遠賀川水源地ポンプ室の耐震診断追加） 
 

目  的： 官営八幡製鐵所関連施設の保全を実施していくため、耐震補強が必要である 

      ことが判明した遠賀川水源地ポンプ室について、詳細な耐震診断を行った。 

対象施設： 遠賀川水源地ポンプ室 

実施時期： ２０１８年年４月２５日～２０１９年３月３１日 

診断費用： ８．９６百万円 

負担割合： 全て民間 

診断概要： 「重要文化財（建造物）耐震診断指針」（文化庁文化財部）に準拠し、「組積造

設計基準・同解説」など日本建築学会の基準を参考に診断。 

 

調査結果概要  

・東西方向は保有エネルギーが入力エネルギーを上回るが、Qu/ZW （層間変形限界 1/150

時の耐力）が小さいため、耐震性能を有していない。面外方向は妻壁の変形が大きく、

水平曲げ、鉛直曲げ共に目標値を満足しないため、補強が必要である。 

・南北方向は、屋根ブレースが先行して破断し、両妻の煉瓦壁に伝達できないため、耐

震性能を有していない。面外方向に中央部は大きく変形し、水平曲げ、鉛直曲げ共に

目標値を満足しないため、補強が必要である。また、偏心も生じている。 

・上記結果より、東西南北方向共には面内耐力を向上させる補強及び、面外崩壊を抑え

る補強が必要である。 
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 ※２０１８年度診断を基に、２０１９年度に、耐震設計を行う予定 

その後、耐震工事を実施予定 

以 上 
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3.1.4.  有識者との協議経過（日本製鉄㈱報告書より抜粋） 

 

２０１８年４月２４日（第６回八幡地区管理保全協議会）から２０１９年４月までに実施

した有識者等との協議経過は以下のとおり。 

１．国内・地元有識者との協議状況 

２０１８年８月１０日（金） 

協議相手方 国内有識者（大学理事長） 

議   題 修繕工場・旧鍛冶工場 耐震補強方案の確認 

２０１９年１月３０日（水） 

協議相手方 地元有識者（大学名誉教授） 

議   題 旧本事務所内装整備工事の工事現場視察 

２０１９年２月１３日（水） 

協議相手方 地元有識者（産業遺産研究家 博士） 

      文化財技術アドバイザー（一級建築士事務所代表） 

議   題 旧本事務所内装整備工事の工事現場視察 

２０１９年４月１８日（木） 

協議相手方 地元有識者（産業遺産研究家 博士） 

      文化財技術アドバイザー（一級建築士事務所代表） 

議   題 旧本事務所内装整備工事進捗状況の中間報告 

２０１９年４月１９日（金） 

協議相手方 地元有識者（大学名誉教授） 

      文化財技術アドバイザー（一級建築士事務所代表） 

議   題 旧本事務所内装整備工事進捗状況の中間報告 

２０１９年４月２４日（水） 

協議相手方 国内有識者（大学理事長） 

      文化財技術アドバイザー（一級建築士/会社代表取締役） 

議   題 旧本事務所内装整備工事進捗状況の中間報告 

修繕工場・旧鍛冶工場 耐震補強方案の報告 

遠賀川水源地ポンプ室 耐震診断結果報告、補強検討方針確認 

 

２．文化財技術アドバイザーとの検討状況 

１） 旧本事務所内装整備工事 

· 定例会議  ２１回 

 

 

 

· 視察検討会 １回（2019/1/25 門司港駅・三井倶楽部） 

      文化財技術アドバイザー（一級建築士事務所代表） 

現場調査、施工方針、仕様決定、記録・報告に関する事項等 

 

２） 遠賀川水源地ポンプ室耐震補強検討 

· 臨時会議  ３回（2018/5/22、7/25、2019/2/15） 

      文化財技術アドバイザー（一級建築士/会社代表取締役） 

      現場調査、耐震診断、耐震補強検討の方針 等 

  

第１回 

2018/6/11、6/21、7/4、7/18、8/1、8/22、9/5、9/19、10/2、 

10/17、10/31、11/14、11/28、12/12、12/26、2019/1/16、 

1/30、2/13、2/27、3/19、4/4 

第２回 

第３回 

第４回 

第５回 

第６回 
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4. 遺産影響評価による、顕著な普遍的価値への潜在的影響の評価 

 

4.1. 顕著な普遍的価値への寄与 

 

事業案の対象となっている 4 棟の建物はすべて、アジアで初めて建設に成功した

完全な銑鋼一貫製鉄所である官営八幡製鐵所の設立に関連するものである。これら

の資産は、世界遺産「明治日本の産業革命遺産 製鉄・製鋼、造船、石炭産業」の

23 の構成資産のうち 2 つを構成する。この世界遺産は、西洋から初めて西洋以外

の国へ産業化の波及に成功したことを顕し代表する遺産群であり、明治の産業革命

として知られる出来事に関連するものである。 

 

八幡と遠賀川の構成資産はこの産業革命の製鉄・製鋼の部分に関連している。こ

れらの施設で製鉄が行われたのは、進行する産業革命の最終段階にある日本が、工

業国として世界に台頭しつつあった時期である。 

 

表 1 に示すように、構成資産の管理計画では、資産の顕著な普遍的価値に対する

各要素の寄与を明示している。 

 

表 1 顕著な普遍的価値を示す官営製鐵所の要素 

要素 顕著な普遍的価値への寄与 

旧本事務所 西洋の建築技術と建設技術の日本への導入及び適応を示す。

日本の産業転換の進展を支えた技術交流の本質を反映してい

る。また、（八幡製鐵所の中枢機関として）銑鋼一貫製鉄所

の地域での発展を成し遂げるために日本の製鉄所が採りいれ

た組織形態を示している。 

修繕工場 ドイツ技術の移転を示しており、その後、日本の鋼材と設計

技術を使って同じ様式で急速に拡張された。これは、とりわ

け鉄骨組みの発展に反映されており、最も古い部分の鋼材に

はドイツのグーテホフヌンクスヒュッテ（GHH）社の刻印が

押され、後年増築された部分の鋼材には八幡製鐵所の刻印が

押されている。 

旧鍛冶工場 八幡製鐵所の建設当時の機能の一つであり製鐵所の自律的発

展に不可欠な鍛造工場としての機能、及び後年の製品試験所

への適応を反映している。その構造は時間とともに変化して

いったが、中核の建物は今なお確認することができる。建物

の変化は、製鐵所の拡張や改良の歴史、及び進化するニーズ

への移転技術の適応を示す。 

遠賀川水源地ポン

プ室 
製鐵所の急速な発展と製鉄のための水需要の増大を示してい

る。ポンプ室は、“近代”産業設計の完成形で、西洋の先例

に基づきつつ日本の条件に合うよう修正された製鐵所内の設

計技術の急速な発展を反映している。 
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4.2. 顕著な普遍的価値に対する事業案の潜在的影響 

 

旧本事務所の内装を修復することによってその工事の影響に対処し、明治時代以

降と続く重要な時期になされたのと同じ装飾を施す。本事業によって和洋建築技

術・技巧の融合の証である建物の構造を修復し、それを公開することもできるよう

になった場合、顕著な普遍的価値に対する本建築物の寄与を高めることになる。 
 

自治体と資産の所有者は、建物が稼働中の製鉄所構内にあることから、所有者の

事業活動に支障を生じない範囲で、今後本資産をどのように使用し、来訪者に対し

てどの程度まで公開するのが適切か、慎重に検討・協議している。 

 

本資産の顕著な普遍的価値に対する悪影響はない。生じる影響は、建築構造の保

全措置や顕著な普遍的価値に対する旧本事務所建物の寄与の効果的な呈示による前

向きなものである。 

 

旧鍛冶工場と修繕工場の耐震補強工事は、建物の保全と同時に、稼働施設として

の所有者による建物の利用や外観の見え方にも配慮している。これは、顕著な普遍

的価値に対する本建築物の寄与を損なわない工夫である。 

 

遠賀川水源地ポンプ室の耐震補強工事は、建物の保全と同時に、稼働施設として

の所有者による建物の利用や、外観の見え方にも配慮した設計を検討する。これ

は、顕著な普遍的価値に対する本建築物の寄与を損なわない工夫である。 

 

 

4.3. 遺産に対する影響の評価 

 

旧本事務所の事業には 2 つの目的がある。1 つは施工済みの耐震補強工事に続い

て内装を修復することであり、2 つ目は本来の装飾またはその後に施された重要な

装飾を再現する形で、将来的に来訪者向けのインタープリテーション（展示）施設

に転用する可能性も視野に入れながら、内部の形状と装飾を保全することである。 
 

いずれも、本事業によって顕著な普遍的価値が保全され、その価値を理解する助

けになると考えられる。 

 

旧鍛冶工場、修繕工場、遠賀川水源地ポンプ室の事業は遺産としての建物の価値

を保全するために実施する。事業はすべて、稼働資産としての価値を維持する上に

おいても、所有者の事業活動に支障を生じない範囲で保全を行うことで、顕著な普

遍的価値に対する寄与を呈示して適切な評価を受けるために必要なものである。 

 

事業案は、遺産としての建物の価値の範囲を狭めるものではなく、資産の有する

顕著な普遍的価値に対する寄与を減じるものでもない。建物の保全と今後の使用の

ための健全な基礎となるものであり、来訪者対応については、現在地方自治体と所

有者間で慎重に検討・協議している。 
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5. 本事業と資産の管理計画、管理システムの方針 

 

今回実施している事業は、「管理保全計画：官営八幡製鐵所」（新日鐵住金株式

会社、北九州市、中間市 2014 年）に則り、構成資産を良好に保全し、構成資産のヘ

リテージ価値を尊重しつつ行う。構成資産に影響を与えるものについては、ヘリテ

ージの管理保全に然るべき経験を有する専門家の助言を求め、技術支援を受け、地

区別管理保全協議会における意思決定を経て進める。なお、構成資産への実質的な

改変や介入、維持管理に関する行為を記録する。 

 

 


